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食品に関する営業のうち、次にあげる営業を行う場合は、食品衛生法に定められ

ている営業許可が必要です。  

分 類 業  種 

調理業 
飲食店営業、調理の機能を有する自動販売機により食品を調理し、調理
された食品を販売する営業 

製造業 

菓子製造業、アイスクリーム類製造業、乳製品製造業、 
清涼飲料水製造業、食肉製品製造業、水産製品製造業、 
氷雪製造業、液卵製造業、食用油脂製造業、みそ又はしょうゆ製造業、 
酒類製造業、豆腐製造業、納豆製造業、麺類製造業、 
そうざい製造業、複合型そうざい製造業、冷凍食品製造業、 
複合型冷凍食品製造業、漬物製造業、密封包装食品製造業、 
食品の小分け業、添加物製造業 

処理業 
集乳業、乳処理業、特別牛乳搾取処理業、食肉処理業、 
食品の放射線照射業、 

販売業 食肉販売業、魚介類販売業、魚介類競り売り営業 

 

この他にも営業の形態によっては、各保健福祉事務所に届出が必要となる場合がございますので、新たに食

品に関する営業を始められる場合には、施設所在地を管轄する保健福祉事務所にご相談ください。 

食品営業許可の手引き 
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１．営業許可申請の流れ

 

•施設所在地を管轄する保健福祉事務所の食品衛生担当に、店舗や施設の工事を始める前
に、施設平面図を持って事前にご相談ください。

•施設が基準に合わない場合は、手直しなどが必要となり、営業開始予定日までに営業を開始
できなくなることがあります。

•既存施設の場合も、同様に施設平面図はお持ちください。

事前相談

•事前相談の際に許可申請書を渡しますので、その際、説明を受けた内容で作成してください。
•国の食品衛生申請等システムでの作成も可能です。
「食品衛生申請等システム」 https://ifas.mhlw.go.jp/faspte/page/login.jsp

申請書類の作成

•営業開始日の2週間前ぐらいまでに保健福祉事務所に持参ください。
•必要な事項が記載され、衛生上の要件が満たされていれば、申請手数料として佐賀県収入
証紙を添え、申請書を提出していただきます。
注意︕︕ 食品衛生申請等システムで申請された場合も申請手数料納付のために来所が
必要です。

•申請後に施設の現地調査の日時を打ち合わせします。

申請書類の提出

•施設が申請書どおりに作られ、基準に適合しているかを確認します。
•施設が申請書と異なったり、基準に適合していなかった場合は、手直しをしていただき、それら
が完了した後に再度検査を行います。

•基準に適合しておらず不許可となる場合もあります。

施設の現地調査

•現地調査後に許可指令書の交付日をお知らせしますので、保健福祉事務所までお越しくださ
い。

許可指令書の交付

•食品衛生責任者講習会を受講し、適切な衛生管理を行って、営業してください。

営業の開始

http://#
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２．許可申請に必要な書類等 

食品営業許可申請書 ・様式は保健福祉事務所でお渡しします。 
（佐賀県のホームページからもダウンロード可能です） 

営業施設の平面図 ・製造場、包装場、調理場、配膳場、客席、食品保管場所、更衣室、
トイレ、主要な設備などが記入された図面を作成し、寸法を入れてくださ
い。 

施設付近の見取り図 ・既存の地図を利用してもかまいませんが、施設の場所がわかるように施

設位置を示して作成してください。 

水質検査成績書 ・水道水以外を使用する場合（井戸水など）は、使用する水の６ヶ月
以内の水質検査成績書を提示してください。 
・検査項目は許可の業種により異なりますので保健福祉事務所にお尋ね
ください。 

食品衛生管理者選任

(変更)届 
・食肉製品、乳製品（全粉乳等）、添加物、食用油脂（脱色または

脱臭の過程があるもの）等を製造する場合は、食品衛生管理者を置か

なければなりません。食品衛生責任者とは異なる資格が必要ですので、

詳しくは保健福祉事務所にお尋ねください。 

その他、注意事項 ・その他にも、基準に適合していることを確認するため、添付書類が必要と
なる場合があります。 
・申請書受理後は、いかなる理由があっても、手数料の還付を行いませ
ん。 
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３．図面の作成例 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

【営業施設全体の平面図】 

【施設設備の平面図】 

【付近の見取り図】 
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４．施設の基準（食品衛生法施行規則の別表第 19） 

以下に示すのは、営業許可を受けるすべての業種に必要な施設の基準です。 
（自動販売機等を除く。） 

三     施設の構造及び設備 
イ じん埃、廃水及び廃棄物による汚染を防止できる構造又は設備並びにねずみ及び昆虫の侵入を

防止できる設備を有すること。 
ロ 食品等を取り扱う作業をする場所の真上は、結露しにくく、結露によるかびの発生を防止し、及び

結露による水滴により食品等を汚染しないよう換気が適切にできる構造又は設備を有すること。 
ハ 床面、内壁及び天井は、清掃、洗浄及び消毒（以下この表において「清掃等」という。）を容易

にすることができる材料で作られ、清掃等を容易に行うことができる構造であること。 
ニ 床面及び内壁の清掃等に水が必要な施設にあっては、床面は不浸透性の材質で作られ、排水

が良好であること。内壁は、床面から容易に汚染される高さまで、不浸透性材料で腰張りされてい
ること。 

ホ 照明設備は、作業、検査及び清掃等を十分にすることのできるよう必要な照度を確保できる機能
を備えること。 

へ 水道事業等により供給される水又は飲用に適する水を施設の必要な場所に適切な温度で十分
な量を供給することができる給水設備を有すること。水道事業等により供給される水以外の水を
使用する場合にあっては、必要に応じて消毒装置及び浄水装置を備え、水源は外部から汚染さ
れない構造を有すること。貯水槽を使用する場合にあっては、食品衛生上支障のない構造である
こと。 

ト 法第１３条第１項の規定により別に定められた規格又は基準に食品製造用水の使用について
定めがある食品を取り扱う営業にあつてはヘの適用については、「飲用に適する水」とあるのは「食
品製造用水」とし、食品製造用水又は殺菌した海水を使用できるよう定めがある食品を取り扱う
営業にあつてはヘの適用については、「飲用に適する水」とあるのは「食品製造用水若しくは殺菌し
た海水」とする。 

食品衛生法施行規則 別表第 19 

一 
施設は、屋外からの汚染を防止し、衛生的な作業を継続的に実施するために必要な構造又は
設備、機械器具の配置及び食品又は添加物を取り扱う量に応じた十分な広さを有すること。 

二 

食品又は添加物、容器包装、機械器具その他食品又は添加物に接触するおそれのあるものへ
の汚染を考慮し、公衆衛生上の危害の発生を防止するため、作業区分に応じ、間仕切り等によ
り必要な区画がされ、工程を踏まえて施設設備が適切に配置され、又は空気の流れを管理する
設備が設置されていること。ただし、作業における食品等又は従業者の経路の設定、同一区画を
異なる作業で交替に使用する場合の適切な洗浄消毒の実施等により、必要な衛生管理措置が
講じられている場合はこの限りではない。 
住居その他食品等を取り扱うことを目的としない室又は場所が同一の建物にある場合、それらと
区画されていること。 
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チ 従業者の手指を洗浄消毒する装置を備えた流水式手洗い設備を必要な個数有すること。な
お、水栓は洗浄後の手指の再汚染が防止できる構造であること。 

リ 排水設備は次の要件を満たすこと。 
（１） 十分な排水機能を有し、かつ、水で洗浄をする区画及び廃水、液性の廃棄物等が

流れる区画の床面に設置されていること。 
（２） 汚水の逆流により食品又は添加物を汚染しないよう配管され、かつ、施設外に適切

に排出できる機能を有すること。 
（３） 配管は十分な容量を有し、かつ、適切な位置に配置されていること。 

ヌ 食品又は添加物を衛生的に取り扱うために必要な機能を有する冷蔵又は冷凍設備を必要に応
じて有すること。製造及び保存の際の冷蔵又は冷凍については、法第１３条第１項により別に
定められた規格又は基準に冷蔵又は冷凍について定めがある食品を取り扱う営業にあっては、そ
の定めに従い必要な設備を有すること。 

ル 必要に応じて、ねずみ、昆虫等の侵入を防ぐ設備及び侵入した際に駆除するための設備を有する
こと。 

ヲ 次に掲げる要件を満たす便所を従業者の数に応じて有すること。 
（１） 作業場に汚染の影響を及ぼさない構造であること。 
（２） 専用の流水式手洗い設備を有すること。 

ワ 原材料を種類及び特性に応じた温度で、汚染の防止可能な状態で保管することができる十分な
規模の設備を有すること。また、施設で使用する洗浄剤、殺菌剤等の薬剤は、食品等と区分して
保管する設備を有すること。 

カ 廃棄物を入れる容器又は廃棄物を保管する設備については、不浸透性及び十分な容量を備え
ており、清掃がしやすく、汚液及び汚臭が漏れない構造であること。 

ヨ 製品を包装する営業にあっては、製品を衛生的に容器包装に入れることができる場所を有するこ
と。 

タ 更衣場所は、従事者の数に応じた十分な広さがあり、及び作業場への出入りが容易な位置に有
すること。 

レ 食品等を洗浄するため、必要に応じて熱湯、蒸気等を供給できる使用目的に応じた大きさ及び
数の洗浄設備を有すること。 

ソ 添加物を使用する施設にあつては、それを専用で保管することができる設備又は場所及び計量
器を備えること。 

四     機械器具 

イ 食品又は添加物の製造又は食品の調理をする作業場の機械器具、容器その他の設備（以下
この別表において「機械器具等」という。）は、適正に洗浄、保守及び点検をすることのできる構
造であること。 

ロ 作業に応じた機械器具等及び容器を備えること。 

ハ 食品又は添加物に直接触れる機械器具等は、耐水性材料で作られ、洗浄が容易であり、熱
湯、蒸気又は殺菌剤で消毒が可能なものであること。 
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ニ 固定し、又は移動しがたい機械器具等は、作業に便利であり、かつ、清掃及び洗浄をしやすい位
置に有すること。組立式の機械器具等にあつては、分解及び清掃しやすい構造であり、必要に応
じて洗浄及び消毒が可能な構造であること。 

ホ 食品又は添加物を運搬する場合にあつては、汚染を防止できる専用の容器を使用すること。 

ヘ 冷蔵、冷凍、殺菌、加熱等の設備には、温度計を備え、必要に応じて圧力計、流量計その他の
計量器を備えること。 

ト 作業場を清掃等するための専用の用具を必要数備え、その保管場所及び従事者が作業を理解
しやすくするために作業内容を掲示するための設備を有すること。 

  ※上記以外にも、冷凍食品や密封包装食品を製造する際に必要となる基準があります。 
 
     
 
 
   

〇食品衛生法施行規則 別表第２０（各業種の施設基準） 
〇食品衛生法施行規則 別表第２１（生食用食肉・ふぐを取り扱う施設の基準） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

共通基準以外にも、業種別の基準や ふぐや生食用食肉を取り扱う際に必

要となる基準がありますので、御注意ください。 
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５．営業開始後に必要な届出等 
 

 

次のような変更が生じた場合は、すみやかに変更届を提出してください。 
なお、変更内容によって次の書類が必要となります。 
 変更の内容 必要な添付書類 
1 (個人)結婚、離婚による改姓 

(法人)名称（商号）、代表者氏名の変更 
― 

2 (個人)営業者の住所(住まい）の変更 
(法人)本社所在地の変更 

― 

3 営業所の名称、屋号の変更 ― 
4 食品衛生管理者 

食品衛生責任者 

※別に食品衛生管理者選任(変更)届が必要 

― 
5 営業設備の大要の小規模な改造、変更 変更部分を明らかにした図面（設備平面図等） 
6 (法人)法人形態の変更（㈲→㈱） ― 

注意）5 については、変更の規模や内容により新たに営業許可が必要となる場合がありますので、
事前に保健福祉事務所にご相談ください。 

 
 

次のような場合で、営業を承継する場合は、承継届を提出してください。 
 変更の内容 必要な添付書類（写しでも可） 

相
続 

(個人)営業者の死亡に
より、相続人がそのまま
営業を続ける 

戸籍謄本、又は不動産登記規則規定する法定相続情報一覧図
の写し（死亡した営業者、相続人全員が記載されているもので、死
亡年月日が確認できるもの） 
相続人全員の同意書（相続人が 2 人以上の場合） 

合
併
؞
分
割 

(法人)法人の合併・分
割により存続または設立
された法人が、営業者の
地位を継承する 

法人の合併・分割により存続または設立された法人の登記簿謄本
（履歴事項全部証明書） 

事
業
譲
渡 

(法人・個人)営業の譲
渡により、営業の地位を
継承する 

営業に譲渡が行われたことを証する書類 
（譲渡契約書の写し等） 

 

変更届 

地位承継届 
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次のような場合には、廃業届を提出してください。 
 変更の内容 必要な添付書類 
1 営業を廃止した 

― 2 営業所を移転する 
3 営業者が変わる 

注意）2 の場合には、移転先の営業所で新たに許可を受ける必要があります。 
3 の場合は、次の営業者は新たに許可を受ける必要があります。 
 

 

期限満期の約２か月前には継続申請のお知らせをします。営業許可期限満了後も引き続き営
業される場合は、期限満了前に、許可継続の申請手続きをする必要があります。 

なお、基準に適合しない場合は、営業許可は継続されません。 
 

  

廃業届 

継続申請 
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６．県内各保健福祉事務所 連絡先 
 
事務所名称 住所 電話番号・FAX 番号 管轄地域 

佐賀中部保健福祉事務所 
衛生対策課 

佐賀市八丁畷町 1-20 
電話︓0952-30-1906 
FAX︓0952-33-4632 

佐賀市 
多久市 
小城市 
神埼市 
神埼郡吉野ヶ里町 

鳥栖保健福祉事務所 
衛生対策課 

鳥栖市元町 1234-1 
電話︓0942-83-2162 
FAX︓0942-84-1849 

鳥栖市 
三養基郡基山町 
三養基郡上峰町 
三養基郡みやき町 

唐津保健福祉事務所 
衛生対策課 

唐津市大名小路 3-1 
電話︓0955-73-1131 
FAX︓0955-75-1176 

唐津市 
東松浦郡玄海町 

伊 万 里 保 健 福 祉 事 務 所 
衛生対策課 

伊万里市新天町坂口 122-4 
電話︓0955-23-2103 
FAX︓0955-22-3853 

伊万里市 
西松浦郡有田町 

杵藤保健福祉事務所 
衛生対策課 

武雄市武雄町昭和 265 
電話︓0954-23-3501 
FAX︓0954-22-4573 

武雄市 
鹿島市 
嬉野市 
杵島郡大町町 
杵島郡江北町 
杵島郡白石町 
藤津郡太良町 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


